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 共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築 

              国立特別支援教育総合研究所資料から 

 

2014年 (平成 26年)1月、我が国は 「障害者の権利に関する条約」を批

准しました。この条約の批准に向けた一連の障害者制度改革の中で、教育に

ついても検討がなされ、現在、共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育

システム構築のための特別支援教育を推進する取組が進められています。 

インクルーシブ教育システム (inclusive education system) とは、人間

の多様性の尊重等を強化し、障害者が精神的及び身体的な能力等を最大限度

まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能にするという目的

の下、障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みです。そこでは、障害

のある者が一般的な教育制度(general educationsystem)から排除されない

こと、自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられること、

個人に必要な 「合理的配慮」(reasonable accommodation) が提供される 

こと等が必要とされています。 

「障害者の権利に関する条約」 については、我が国 2007年(平成 19年)9月

に署名し、2014年(平成 26年)1月に批准(2014年 2月発効)しました。この

間、障害者基本法の改正(2011 年:平成 23 年)、障害者差別解消法の制定 

(2013年:平成 25年) など、障害者に関する一連の国内法の整備を行ってい

ます。  

  本条約は、障害者の人権や基本的自由の享有を確保し、障害者固有の尊厳

の尊重を促進や、障害者の権利を実現するための措置等を規定しています。

本条約の締結により、我が国においては、共生社会の実現に向けて、障害者

の権利の保障に向けた取組が一層強化されることとなります。 

第 24 条には、教育について、障害者を包容するあらゆる段階の教育制度
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及び生涯学習を確保すること、障害者が障害に基づいて一般的な教育制度か

ら排除されないこと及び障害のある児童が障害に基づいて無償の、かつ義務

的な初等教育又は中等教育から排除されないこと、障害者が他の者との平等

を基礎として、自己の生活する地域社会において、障害者を包容し、質が高

く、かつ無償の初等教育及び中等教育を享受することができること、個人に

必要とされる合理的配慮が提供されることなどが述べられています。 

障害者の権利に関する条約の批准に先駆けて、中央教育審議会初等中等教

育分科会により「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築

のための特別支援教育の推進(報告)」(以下、中教審報告)が 2012年(平成 24

年)7月にまとめられました。 

現時点での我が国におけるインクルーシブ教育システム構築に向けた考

え方、取組の方向性が示されています。共生社会とは、誰もが相互に人格と

個性を尊重し支え合い、人々の多様な在り方を相互に認め合える全員参加型

の社会です。共生社会の形成に向けては、障害者の権利に関する条約に基づ

くインクルーシブ教育システムの理念が重要であり、その構築のため、特別

支援教育を着実に進めていく必要があるとされています。 

インクルーシブ教育システムでは、障害のある子供と障害のない子供が、

同じ場で共に学ぶことを追求します。ただし、それは単に同じ場にいること

を目指すのではなく、授業内容が分かり学習活動に参加している実感・達成

感をもちながら、充実した時間を過ごしつつ、生きる力を身に付けていける

かどうかが重要であり、そのために、教育的ニーズのある子供に対して、そ

の時点で最も的確に指導を提供できる、連続性のある「多様な学びの場」を

用意しておくことが必要であると述べられています。 
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(4)合理的配慮とその基礎となる環境整備  

 1.合理的配慮 

「障害者の権利に関する条約」第 2条の定義において、「合理的配慮」とは、

「障害者が他の者と平等にすべての人権及び基本的自由を享有し、又は行使

することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場

合において必要とされるものであり、均衡を失した又は過度の負担を課さな

いものをいう」とされている。なお「負担」については「変更及び調整」を

行う主体に課される負担を指すとされています。 

「合理的配慮」の決定・提供に当たっては、各学校の設置者及び学校が体制

面、財政面をも勘案し、「均衡を失した」又は「過度の」負担について、個別

に判断することとなります。各学校の設置者及び学校は、障害のある子供と

障害のない子供が共に学ぶというインクルーシブ教育システムの構築に向

けた取組として、「合理的配慮」の提供が必要になります。その際、現在必要

とされている「合理的配慮」は何か、何を優先して提供する必要があるかな

どについて、十分検討する必要があります。 

合理的配慮は一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等に応じて決定され

るものであり、設置者・学校と本人・保護者により、発達の段階を考慮しつ

つ、合理的配慮の観点を踏まえ、可能な限り合意形成を図った上で決定し、

提供されることが望まれます。合理的配慮は発達の程度や適応の状態等によ

っても変わり得るものであり、柔軟に見直しを図る必要があります。子供に

十分な教育が受けられるように合理的配慮が提供できているかという観点

から評価することが重要です。例えば、個別の教育支援計画、個別の指導計

画に基づき実行した結果を評価して定期的に見直していくことなどが求め

られます。 
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２．学校・地域における 「合理的配慮」 

各学校の設置者及び学校は、興味・関心、学習上又は生活上の困難、健康

状態等、当該子供の実態把握を行う必要があります。これを踏まえて、設置

者及び学校と本人及び保護者により、個別の教育支援計画を作成する中で、

発達の段階を考慮しつつ、「合理的配慮」の観点を踏まえ、「合理的配慮」 に

ついて可能な限り合意形成を図った上で決定し、提供されることが望ましく、

その内容を個別の教育支援計画に明記することや、個別の指導計画に活用さ

れることが望まれます。 

「合理的配慮」については、個別の状況に応じて提供されるものであり、

これを具体的かつ網羅的に記述することは困難なことから、中教審報告では、

「合理的配慮」を提供するに当たっての観点を類型化するとともに、観点ご

とに各障害種に応じた 「合理的配慮」を例示するという構成で整理してい

ます。なお、報告に示されている観点は、あくまで例示であり、これ以外は 

「合理的配慮」として提供する必要がないというものではなく、「合理的配

慮」は、一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等に応じて決定されるもので

あることに留意が必要です。 

３．基礎的環境整備 

   障害のある子供に対する支援については、法令に基づき又は財政措置に

より、国は全国規模で、都道府県は各都道府県内で、市町村は各市町村内で、

教育環境の整備をそれぞれ行います。これらは、「合理的配慮」の基礎とな

る環境整備であり、それを「基礎的環境整備」と呼びます。これらの環境整

備は、その整備の状況により異なりますが、これらを基に、設置者及び学校

が各学校において、障害のある子供に対し、その状況に応じて、「合理的配

慮」を提供することになります。 

「合理的配慮」の充実を図る上で、「基礎的環境整備」の充実は欠かせませ
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ん。そのため、必要な財源を確保し、国、都道府県、市町村は、インクルー

シブ教育システムの構築に向けた取組として、「基礎的環境整備」の充実を

図っていく必要があります。なお、「基礎的環境整備」については、「合理的

配慮」と同様に体制面、財政面を勘案し、均衡を失した又は過度の負担を課

さないよう留意する必要があります。また、「合理的配慮」は、「基礎的環境

整備」を基に個別に決定されるものであり、それぞれの学校における 「基

礎的環境整備」の状況により、提供される「合理的配慮」は異なることにな

ります 。 

(5)多様な学びの場の整備と学校間連携の推進  

１．多様な学びの場の整備 

多様な学びの場として、通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特

別支援学校それぞれの場において環境整備の充実を図っていく必要があり

ます。通常の学級においては、少人数学級の実現に向けた取組や複数教員に

よる指導など指導方法の工夫・改善が望まれます。少人数学級である特別支

援学級の指導方法の工夫・改善等もインクルーシブ教育システム構築に向け

て検討していく必要があります。また、通級による指導は、他校通級による

児童生徒の移動の負担等を軽減するため、自校で通級による指導が受けられ

るようする配慮が必要です。 

多様な子供のニーズに的確に応えていくには、教員だけでなく、特別支援

教育支援員の充実、さらには、スクールカウンセラー、スクールソーシャル

ワーカー、ST (言語聴覚士)、OT (作業療法士)、PT (理学療法士)等の専門

家の活用による支援の充実も考えられます。医療的ケアの観点からの看護師

等の専門家についても、必要に応じて確保していく必要があります。 

 

 


